
議 案 書 

 
平成２７年３月２４日 

神奈川県後期高齢者医療広域連合 

議 案 番 号 件  名 頁 

議案第１号 
神奈川県後期高齢者医療広域連合行政手続条例の一部を改

正する条例について 
１１

議案第２号 
神奈川県後期高齢者医療広域連合情報公開条例の一部を改

正する条例について 
１５

議案第３号 
神奈川県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例の一部

を改正する条例について 
１７

議案第４号 
神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する

条例の一部を改正する条例について 
２３

議案第５号 
神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療制度臨時

特例基金条例の一部を改正する条例について 
２５

議案第６号 
平成２６年度神奈川県後期高齢者医療広域連合一般会計補

正予算（第１号）について 
２７

議案第７号 
平成２６年度神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者

医療特別会計補正予算（第２号）について 
４１

議案第８号 
平成２７年度神奈川県後期高齢者医療広域連合一般会計予

算について 
５５

議案第９号 
平成２７年度神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者

医療特別会計予算について 
７９
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議案第１号  

 

   神奈川県後期高齢者医療広域連合行政手続条例の一部を改  

正する条例について  

 

 

 神奈川県後期高齢者医療広域連合行政手続条例の一部を改正する条例

を別紙のとおり定める。  

 

 

 

       平成２７年３月２４日 提出  

       神奈川県後期高齢者医療広域連合長  林  文 子  

 

 

 

 

（提案理由）  

 行政手続法（平成５年法律第８８号）の改正に基づき、同法で新たに

規定された行政指導をする際の許認可等の権限の根拠の明示、行政指導

の中止等の求め及び処分等の求めの手続の追加等をする必要があるため、

この条例案を提出する。  
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神奈川県後期高齢者医療広域連合行政手続条例の一部を改  

正する条例  

神奈川県後期高齢者医療広域連合行政手続条例（平成１９年神奈川県

後期高齢者医療広域連合条例第１４号）の一部を次のように改正する。  

 目次中  

「第４章 行政指導（第３０条―第３６条）  

 第５章 届出（第３７条）  

 第６章 雑則（第３８条）」  

を  

「第４章 行政指導（第３０条―第３７条）  

第５章 処分等の求め（第３８条）  

第６章 届出（第３９条）  

第７章 雑則（第４０条）」  

に改める。  

第２条第１項第５号中「名あて人」を「名宛人」に改め、同条第２項

中「第３２条」を「第３２条及び第３３条」に改める。  

 第３条中「第４章」を「第５章」に改める。  

 第４条、第１３条第１項、同項第１号及び同条第２項第４号、第１４

条第１項及び第２項、第１５条第１項及び第３項、第２２条第３項並び

に第２８条中「名あて人」を「名宛人」に改める。  

 第３３条中第３項を第４項とし、同条第２項中「前項」を「前２項」

に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。  

２ 行政指導に携わる者は、当該行政指導をする際に、広域連合の機関

が許認可等をする権限又は許認可等に基づく処分をする権限を行使

し得る旨を示すときは、その相手方に対して、次に掲げる事項を示さ

なければならない。  

（１）当該権限を行使し得る根拠となる法令の条項  

（２）前号の条項に規定する要件  

（３）当該権限の行使が前号の要件に適合する理由  

 第３８条を第４０条とする。  

第６章を第 7 章とする。  
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 第３７条を第３９条とする。  

 第５章を第６章とし、第４章の次に次の１章を加える。  

   第５章 処分等の求め  

（処分等の求め）  

第３８条 何人も、法令に違反する事実がある場合において、その是正

のためにされるべき処分（その根拠となる規定が条例等に置かれてい

るものに限る。）又は行政指導（その根拠となる規定が法令に置かれ

ているものに限る。）がされていないと思料するときは、当該処分を

する権限を有する行政庁又は当該行政指導をする権限を有する広域

連合の機関に対し、その旨を申し出て、当該処分又は行政指導をする

ことを求めることができる。  

２ 前項の申出は、次に掲げる事項を記載した申出書を提出してしなけ

ればならない。  

（１）申出をする者の氏名又は名称及び住所又は居所  

（２）法令に違反する事実の内容  

（３）当該処分又は行政指導の内容  

（４）当該処分又は行政指導の根拠となる法令の条項  

（５）当該処分又は行政指導がされるべきであると思料する理由  

（６）その他参考となる事項  

３ 当該行政庁又は広域連合の機関は、第１項の規定による申出があっ

たときは、必要な調査を行い、その結果に基づき必要があると認める

ときは、当該処分又は行政指導をしなければならない。  

第４章中第３６条を第３７条とし、第３５条の次に次の１条を加える。 

（行政指導の中止等の求め）  

第３６条 法令に違反する行為の是正を求める行政指導（その根拠とな

る規定が法令に置かれているものに限る。）の相手方は、当該行政指

導が当該法令に規定する要件に適合しないと思料するときは、当該行

政指導をした広域連合の機関に対し、その旨を申し出て、当該行政指

導の中止その他必要な措置をとることを求めることができる。ただし、

当該行政指導がその相手方について弁明その他意見陳述のための手

続を経てされたものであるときは、この限りではない。  
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２ 前項の申出は、次に掲げる事項を記載した申出書を提出してしなけ

ればならない。  

（１）申出をする者の氏名又は名称及び住所又は居所  

（２）当該行政指導の内容  

（３）当該行政指導がその根拠とする法令の条項  

（４）前号の条項に規定する要件  

（５）当該行政指導が前号の要件に適合しないと思料する理由  

（６）その他参考となる事項  

３ 当該広域連合の機関は、第１項の規定による申出があったときは、

必要な調査を行い、当該行政指導が当該法令に規定する要件に適合し

ないと認めるときは、当該行政指導の中止その他必要な措置をとらな

ければならない。  

附 則  

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。  
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議案第２号  

 

   神奈川県後期高齢者医療広域連合情報公開条例の一部を改  

正する条例について  

 

 

 神奈川県後期高齢者医療広域連合情報公開条例の一部を改正する条例

を次のとおり定める。  

 

 

 

       平成２７年３月２４日 提出  

       神奈川県後期高齢者医療広域連合長  林  文 子  

 

 

神奈川県後期高齢者医療広域連合情報公開条例の一部を改  

正する条例  

神奈川県後期高齢者医療広域連合情報公開条例（平成１９年神奈川県

後期高齢者医療広域連合条例第１５号）の一部を次のように改正する。  

 第６条第１項ウ中「第２条第２項」を「第２条第４項」に、「特定独立

行政法人」を「行政執行法人」に改める。  

   附 則  

この条例は、平成２７年４月１日から施行する。  

 

 

（提案理由）  

 独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）の改正に基づき、

独立行政法人の分類が改められるため、この条例案を提出する。 
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議案第３号  

 

   神奈川県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例の一部  

を改正する条例について  

 

 

 神奈川県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例の一部を改正する

条例を別紙のとおり定める。  

 

 

 

       平成２７年３月２４日 提出  

       神奈川県後期高齢者医療広域連合長  林  文 子  

 

 

 

 

（提案理由）  

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律（平成２５年法律第２７号）の制定に基づき、特定個人情報の取扱

いを定めるとともに、特定個人情報保護評価の第三者点検を情報公開・

個人情報保護審査会にて実施するため、また、独立行政法人通則法（平

成１１年法律第１０３号）の改正に基づき、独立行政法人の分類が改め

られるため、この条例案を提出する。  
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神奈川県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例の一部  

を改正する条例  

 神奈川県後期高齢者医療広域連合個人情報保護条例（平成１９年神奈

川県後期高齢者医療広域連合条例第１６号）の一部を次のように改正す

る。  

 第２条中第５項を第８項とし、第６項を第９項とし、同条第４項の次

に次の３項を加える。  

５ この条例において「特定個人情報」とは、行政手続における特定の

個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第

２７号。以下「番号法」という。）第２条第８項に規定する特定個人

情報をいう。  

６ この条例において「情報提供等記録」とは、番号法第２３条第１項

及び第２項に規定する記録に記録された特定個人情報をいう。  

７ この条例において「保有特定個人情報」とは、特定個人情報であっ

て、保有個人情報に該当するものをいう。  

第１０条第１項中「保有個人情報を利用目的以外の目的（以下「目的

外」という。）のために」を「保有個人情報（保有特定個人情報を除く。

以下この条において同じ。）を利用目的以外の目的（以下「目的外」とい

う。）のために」に改め、同条の次に次の２条を加える。  

（保有特定個人情報の利用の制限）  

第１０条の２ 実施機関は、保有特定個人情報を目的外のために利用し

てはならない。  

２ 第１項の規定にかかわらず、実施機関は人の生命、身体又は財産の

保護のために必要がある場合であって、本人の同意があり、又は本人

の同意を得ることが困難であるときは、保有特定個人情報（情報提供

等記録を除く。）を目的外のために利用することができる。ただし、

保有特定個人情報を目的外のために利用することにより、本人又は第

三者の権利利益を不当に侵害するおそれがあると認められる場合は

この限りでない。  

（保有特定個人情報の提供の制限）  

第１０条の３ 実施機関は、番号法第１９条各号のいずれかに該当する
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場合を除き、保有特定個人情報を提供してはならない。  

第１１条中「前条第１項」を「第１０条第１項」に改める。  

第１８条第２項第８号中「第２条第５項第２号」を「第２条第８項第

２号」に改める。  

第２１条第１項第３号ウ中「第２条第２項」を「第２条第４項」に、

「特定独立行政法人」を「行政執行法人」に改める。  

第２８条中「保有個人情報」の次に「（情報提供等記録を除く。）」を

加える。  

 第３１条中「本人開示請求に係る保有個人情報」の次に「（保有特定個

人情報を除く。以下この条において同じ。）」を加える。  

第３８条中「保有個人情報」の次に「（情報提供等記録を除く。）」を

加える。  

 第４０条中「当該保有個人情報の提供先」の次に「（情報提供等記録に

あっては、総務大臣及び番号法第１９条第７号に規定する情報照会者又

は情報提供者（当該訂正に係る番号法第２３条第１項及び第２項に規定

する記録に記録された者であって、当該実施機関以外のものに限る。））」

を加える。  

 第４１条第１項中「自己を本人とする保有個人情報」の次に「（情報提

供等記録を除く。以下この節において同じ。）」を加え、同項第１号及び

第２号を次のように改める。  

（１）次のいずれかに該当するとき 当該保有個人情報の利用の停止又

は消去  

ア 当該保有個人情報を保有する実施機関により適法に取得され

たものでないとき。  

  イ 第７条第２項の規定に違反して保有されているとき。  

  ウ 第１０条第１項及び第２項並びに第１０条の２の規定に違反し

て利用されているとき。  

  エ 番号法第２０条の規定に違反して収集され、又は保管されてい

るとき。  

  オ 番号法第２８条の規定に違反して作成された特定個人情報ファ

イル（番号法第２条第９項に規定する特定個人情報ファイルをい
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う。）に記録されているとき。  

（２）第１０条第１項及び第２項並びに第１０条の３の規定に違反して

提供されているとき 当該保有個人情報の提供の停止  

 第４８条中「第６条から第１０条まで」を「第６条から第１０条の３

まで」に改める。  

 第５５条第３項中「前２項」を「前３項」に改め、同項を同条第４項

とし、同条第２項の次に次の１項を加える。  

３ 実施機関は、特定個人情報保護評価に関する規則（平成２６年特定

個人情報保護委員会規則第１号）第７条第４項に定める事項について

は、審査会の意見を聴くものとする。  

 第６２条中「第２条第５項第１号」を「第２条第８項第１号」に改め

る。  

   附 則  

 この条例は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、次の各号に

掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。  

（１） 第１０条第１項の改正規定、第１０条の３を加える改正規定、第

４１条第１項第１号の改正規定（エ及びオに係る部分に限る。）、同

項第２号の改正規定（第１０条の３に係る部分に限る。）及び第４８

条の改正規定（第１０条の２に係る部分を除く。） 行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２

５年法律第２７号。以下「番号法」という。）の施行の日  

（２）第１０条の２を加える改正規定（情報提供等記録に係る部分を除

く。）、第４１条第１項第１号の改正規定（ウに係る部分（第１０条

の２に係る部分に限る。）に限る。）及び第４８条の改正規定（第１

０条の２に係る部分（情報提供等記録に係る部分を除く。）に限る。） 

   番号法附則第１条第４号の規定に規定する施行の日  

（３）第２条第４項の次に３項を加える改正規定（第６項に係る部分に

限る。）、第１０条の２を加える改正規定（情報提供等記録に係る部

分に限る。）、第２８条の改正規定、第３８条の改正規定、第４０条

の改正規定、第４１条第１項の改正規定及び第４８条の改正規定（第

１０条の２に係る部分（情報提供等記録に係る部分に限る。）に限
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る。） 番号法附則第１条第５号の規定に規定する施行の日  
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議案第４号  

 

神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する  

条例の一部を改正する条例について  

 

 

 神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例の一部

を改正する条例を別紙のとおり定める。  

 

 

 

平成２７年３月２４日 提出  

       神奈川県後期高齢者医療広域連合長  林  文 子  

 

 

 

 

（提案理由）  

 高齢者の医療の確保に関する法律施行令（平成１９年政令第３１８

号）の改正に伴い、低所得者にかかる保険料軽減措置を拡大するため、

この条例案を提出する。  
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神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する  

条例の一部を改正する条例  

神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に関する条例（平

成１９年神奈川県後期高齢者医療広域連合条例第２８号）の一部を次の

ように改正する。  

 第１２条第１項第２号中「２４万５千円」を「２６万円」に改め、同

項第３号中「４５万円」を「４７万円」に改める。  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。  

 （経過措置）  

２ この条例による改正後の神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢

者医療に関する条例の規定は、平成２７年度分の保険料について適用

し、平成２６年度分までの保険料については、なお従前の例による。  
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議案第５号 

 

神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療制度臨時 

特例基金条例の一部を改正する条例について 

 

 

神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療制度臨時特例基金

条例の一部を改正する条例を次のとおり定める。 

 

 

 

平成２７年３月２４日 提出 

神奈川県後期高齢者医療広域連合長  林  文 子 

 

 

神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療制度臨時 

特例基金条例の一部を改正する条例 

神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療制度臨時特例基金

条例（平成２０年神奈川県後期高齢者医療広域連合条例第１号）の一部

を次のように改正する。  

附則第２項中「平成２７年３月３１日」を「平成２８年３月３１日」

に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

（提案理由） 

低所得者の保険料軽減及び被用者保険の被扶養者であった被保険者

の保険料軽減等が継続して実施されることに伴い、神奈川県後期高齢者

医療広域連合後期高齢者医療制度臨時特例基金条例の有効期限を延長す

るため、この条例案を提出する。 
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議案第６号
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議案第６号 

 

平成２６年度神奈川県後期高齢者医療広域連合一般会計補 

正予算（第１号）について 

 

 

 平成２６年度神奈川県後期高齢者医療広域連合一般会計補正予算（第

１号）は、次に定めるところによる。 

 

(歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ126,228千円を追加し、

歳入歳出それぞれ2,442,362千円とする。 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表  歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

平成２７年３月２４日 提出 

神奈川県後期高齢者医療広域連合長  林  文 子 

 

 

 

 

 

（提案理由） 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９２条の規定において準

用する同法第９６条第１項の規定に基づき、平成２６年度神奈川県後期

高齢者医療広域連合一般会計補正予算（第１号）案を提出する。 
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議案第７号
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議案第７号 

 

平成２６年度神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者 

医療特別会計補正予算（第２号）について 

 

 

 平成２６年度神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会

計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

  

(歳入歳出予算の補正) 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ18,001,408千円を追加

し、歳入歳出それぞれ773,076,694千円とする。 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補

正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表  歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

平成２７年３月２４日 提出 

神奈川県後期高齢者医療広域連合長  林  文 子  

 

 

 

 

（提案理由） 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９２条の規定において準

用する同法第９６条第１項の規定に基づき、平成２６年度神奈川県後期

高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）案を提

出する。 

 

 

 

43



44



45



46



47



48



49



50



51



52



53



 

54



55

議案第８号



56



議案第８号 

 

平成２７年度神奈川県後期高齢者医療広域連合一般会計予 

算について 

 

 

 平成２７年度神奈川県後期高齢者医療広域連合一般会計予算は、次に

定めるところによる。 

 

(歳入歳出予算) 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ2,167,347千円と定め

る。 

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  歳

入歳出予算」による。 

 

 

 

平成２７年３月２４日 提出 

神奈川県後期高齢者医療広域連合長  林  文 子 

 

 

 

 

（提案理由） 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９２条の規定において準

用する同法第９６条第１項の規定に基づき、平成２７年度神奈川県後期

高齢者医療広域連合一般会計予算案を提出する。 
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議案第９号
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議案第９号 

 

平成２７年度神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者 

医療特別会計予算について 

 

 

 平成２７年度神奈川県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会

計予算は、次に定めるところによる。 

 

(歳入歳出予算) 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 779,508,700 千円と

定める。 

２  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表  歳

入歳出予算」による。 

(一時借入金) 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３５条の３第２項

の規定による一時借入金の借入れの最高額は、64,100,000千円と定め

る。 

 

 

 

平成２７年３月２４日 提出 

神奈川県後期高齢者医療広域連合長  林  文 子 

 

 

 

 

（提案理由） 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９２条の規定において準

用する同法第９６条第１項の規定に基づき、平成２７年度神奈川県後期

高齢者医療広域連合後期高齢者医療特別会計予算案を提出する。 
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